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午後２時００分 開会 

○廣木参事官 それでは、定刻となりましたので、ただいまから社会基盤分野プロジェクトチ

ーム第10回会合を開催させていただきます。 

 議事運営につきましては、今回も座長補佐をお務めいただいております森地先生にお願いし

たいと存じます。 

では、森地先生よろしくお願い申し上げます。 

○森地座長補佐 どうも大変お忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございます。早

速始めさせていただきます。 

 前回の会合で、第３期科学技術基本計画「分野別推進戦略」の中間フォローアップをとりま

とめていただいてから、約１年たっております。今回からは、平成21年度のフォローアップを

開始したく、よろしくお願いいたします。 

 続いて、平成22年度概算要求における科学技術関係施策の優先順位付けの結果についてご報

告させていただきます。 

 また、科学技術連携施策群「テロ対策のための研究開発」が平成21年度で終了しましたので、

３年間の活動概要を説明させていただきます。 

 それでは議事に入らせていただきます。 

 議事に先立ちまして、事務局よりお手元にお配りした配布資料の確認をお願いいたします。 

○廣木参事官 それでは、お手元にございます議事資料についてご説明いたします。 

１枚目、議事次第でございます。それから出席者名簿、裏側にメンバーリスト一覧がつけて

ございます。それから座席表でございます。 

資料１－１といたしまして、表裏２枚の「フォローアップの実施について」、それから資料

１－２、そのスケジュール、それから資料１－３、１－４、１－５までが関連資料でございま

す。 

それから、資料２－１が平成22年度の予算要求の報告関係の資料で、優先度判定等につきま

して、横長の資料でございます。同じく資料２－２が、それの社会基盤関係の詳細な資料が、

Ａ３の横長資料でございます。 

それから資料３、昨年度終了いたしました科学技術連携施策群「テロ対策のための研究開

発」の活動概要でございます。 

それから、資料４－１、４－２、４－３ということで、これは今年度から新しく始まりまし

たアクション・プランにつきましての説明資料でございまして、これにつきましても後ほど大
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石審議官のほうからご説明をいたすことになってございます。 

 資料について落丁等ございましたらお申し付けいただければと思います。 

 それから、本日のご出席の皆様につきましてはリストのとおりでございます。今回、東大の

家田先生、磯部先生、関西大学の河田先生、三菱重工の難波先生、筑波大学の稲垣先生からは

ご欠席との連絡を受けてございます。 

 それから、事務局メンバーの交代がございましたのでご紹介させていただきます。大江田審

議官が交代いたしまして、後任に大石審議官が着任してございます。大石審議官よろしくお願

いします。 

○大石審議官 大江田審議官の後任で、１月に内閣府に参りました大石と申します。よろしく

お願いいたします。 

○廣木参事官 ありがとうございます。 

 議事運営に関しましては、本プロジェクトチームは一般公開として開催してございまして、

本日もプレスの傍聴もいただいております。本日の会合内容につきましては、配布資料及び議

事録をホームページ上で公開させていただきますので、ご承知おきをお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○森地座長補佐 ありがとうございます。 

 それでは議題１「平成21年度フォローアップの実施について」、早速議事に入りたいと思い

ます。 

 前回、第９回の社会基盤ＰＴでは、第３期科学技術基本計画「分野別推進戦略」の３年分の

フォローアップをとりまとめていただきました。フォローアップは毎年実施することになって

おります。平成21年度につきましてもこれからフォローアップを実施いたします。その手順や

スケジュールにつきまして、まず事務局からご説明いただきますので、ご不明の点ございまし

たらご質問いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

○只見企画官 それでは、総合ＰＴ担当より、資料１－１から１－５に則りまして、本年度の

フォローアップについてご説明いたします。 

 まず資料１－１でございます。先日３月３日の分野別推進戦略総合ＰＴにおきまして了承さ

れました本年度のフォローアップの実施方針でございます。 

 １．「今回フォローアップについて」にございますとおり、科学技術基本計画では、毎年度

関係府省の協力のもとフォローアップを行うとされているところでございます。この規定に基

づきまして、本年度も、本社会基盤分野を含みます８分野につきまして、政策課題対応型研究
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開発の実施状況につきましてフォローアップを実施するということでございます。 

 なお、現行の「分野別推進戦略」は、平成18年度から22年度の計画期間でございます。した

がいまして、平成22年度、最終年度を間近にした現状の整理を目的といたしまして、21年度の

取組みを中心に、当該戦略をめぐる情勢変化を含めておとりまとめいただけたらと考えており

ます。 

 さらに、関係府省の連携によって推進してまいりました「科学技術連携施策群」につきまし

ても、19年度に開始した計６つのテーマ／群の補完的課題がすべて終了するという状況でござ

います。その成果についてもおとりまとめいただきたいと考えております。 

 ２．「フォローアップの手順」、３．「今後の予定」でございます。後ほど資料１－２以下

で詳細にご説明いたしますが、関係府省に対しまして必要な情報提供を依頼しておるところで

ございます。この報告に基づきまして、内閣府のほうで分野別のフォローアップ原案をとりま

とめ作成いたしまして、本ＰＴにお諮りしご検討いただいた上で、最終的には総合ＰＴに報告

いたす予定でおります。今後の予定としましては６月ごろを目途に最終的にとりまとめ、公表

したいと考えております。 

 裏面に参りまして、現行の｢分野別推進戦略｣の対象となる研究開発課題でございますが、

「重要な研究開発課題」は、平成18年時点から今後５年間に政府が取り組むべき重要な課題と

して設定したものでございまして、現在273の課題がございます。今回のフォローアップはこ

の273を対象にして行うことといたします。 

 さらに｢戦略重点科学技術｣としまして、５年間に集中投資すべき科学技術として、合計８分

野で62の技術を設定しているところでございます。この状況についてもフォローアップを行う

ということでございます。 

 さらに、21年度に終了いたします｢科学技術連携施策群｣の一覧を下に表の形で掲げておりま

す。一番最後に｢テロ対策のための研究開発－現場探知システムの実現－｣こちらにつきまして

は、コーディネータ－、主監として森地先生にご担当いただいておるものでございます。こち

らについても本年度おとりまとめをいただきたいと思っております。 

 資料１－２に参ります。ただいまご説明しましたフォローアップの「分野別推進戦略」の分

の作業のスケジュールでございます。 

 既に３月３日に第９回総合ＰＴが開催されまして、今回のフォローアップ方針のご了解をい

ただいたところでございますので、右側にございます各分野別ＰＴ、本日社会基盤ＰＴ、４月

当初という形で開催しておりますが、こちらでこの方針をご確認いただき、作業を今後進めて
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いただきたいと考えております。 

 左側に参りまして、各府省に調査票による情報提供を依頼、これは既に関係府省に対してお

願いをしたところでございます。４月でございますが、４月20日を締め切りといたしまして、

現在各府省から調査票をご提出いただく予定でおります。続きまして５月にフォローアップ原

案を作成した上で、再度本ＰＴ、各分野別のＰＴを開催して、そこでご検討いただいた上で、

最終的に各分野ごとのフォローアップ案をまとめていただき、さらに要約版、概要といったも

のを添えて総合ＰＴで最終とりまとめをしたいと考えております。 

 資料１－３に参ります。若干細かい編集方針のようなものになります。 

 まず、全体８分野にわたる概要としまして、「アブストラクト」といったものを今年は作成

したいと考えております。こちらのほうは総合ＰＴで全体をとりまとめることを予定しており

ます。 

 さらに｢分野要約版｣、｢エグゼクティブ・サマリー｣と書いておりますが、こちらにつきまし

ては各分野ごとに「平成21年度の進捗状況」、さらに「現状分析と対応方針」、こういったも

のを簡潔にとりまとめいただきたいと考えております。簡潔と申しましたのは、一般国民向け

に、非常にメッセージがわかりやすい形でおまとめいただきたいということでございます。 

 裏面に参りまして、フォローアップの全体の構成でございます。 

 １、２につきましては、これは８分野全般にわたる今回のフォローアップの目的あるいは本

戦略の現状についてでございますので、こちらは分野横断的にとりまとめたいと考えておりま

す。 

 ３、４がこちらの社会基盤ＰＴのほうで、分野単位でおとりまとめいただきたいと考えてい

るところでございます。 

 ３の21年度の進捗状況でございますが、（１）「平成21年度の進捗状況」としましては、主

要な成果と課題、それから21年度に行われました研究開発の見直し、こういったものを各府省

の報告に基づいてとりまとめていただきたいと考えております。 

 さらに、中間フォローアップで若干進捗状況が遅れていると整理された課題につきましては、

その後の対応状況もフォローアップをいたしたいと考えております。 

 さらに、４「各分野における現状分析と対応方針」でございますが、こちらは既に昨年５月

に３年間終了したという時点を念頭において、一定の方向性をもう既におとりまとめいただい

ているところでございます。ただし、実際には21年度が終了した時点でさらに状況の変化など

を踏まえて、必要がありましたらその部分については改訂、リバイスという形でお願いしたい
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と考えております。 

 続きまして、資料１－４でございます。こちらが関係府省への協力依頼を先日行いました調

査の内容でございます。 

まず１番目の①としまして、｢重要な研究開発課題(273課題)｣に対しましては、21年度の予

算最終額、補正も幾つかございましたので、最終額という形でとりまとめていただく予定です。 

さらに②としまして、「平成21年度の重要な取組み」、繰り返しになりますが、こちらにつ

いて関係府省からご報告をいただきます。 

さらに③としまして、「目標達成のための課題」、これは現行の戦略が平成22年度で終了い

たしますので、その22年度終了時点の目標達成のための課題、こういったものでございます。 

④、さらに「研究開発の国際的な位置づけ・意義」、こちらにつきましては、昨年度中間フ

ォローアップの時点ではこういった項目はございませんでしたが、今回改めて我が国におきま

す政策課題対応型の研究について、国際的な位置づけ・意義などにつきまして関係府省からご

報告をいただくという予定でおります。 

さらに、選択と集中の対象となっております｢戦略重点科学技術｣につきましても、予算の重

点化状況をとりまとめたいと考えております。 

最後に、資料１－５でございます。こちらは例年どおりのとりまとめ方針となっております。 

｢科学技術連携施策群｣につきましては、１にございますとおり平成19年度に３つのテーマ／

群が終了いたしました。さらに20年度には５つのテーマ、こちらも終了したところでございま

す。さらに今年、21年度につきましても、残りの６つのテーマが終了する次第となっておりま

す。 

したがいまして、こういったテーマにつきまして、次ページ以降、これは昨年度までと同様

の構成案となっておりますが、関係府省における連携活動の状況でございますとか、補完的課

題の成果の概要、補完的課題と申しますのは、科学技術振興調整費によって実施されている課

題のことでございます。さらに、当初設定しました研究目標の進捗状況あるいは「科学技術連

携施策群」の成果を踏まえた今後の連携の課題、こういったものを最終３年目の実績といたし

ましておとりまとめいただき、本ＰＴで最終的にご確認をいただきたいと思っております。 

 若干かけ足でございましたが、今年度のフォローアップ方針のご説明は以上でございます。 

○森地座長補佐 どうもありがとうございました。 

 それでは、以上のご説明についてご質問等がございましたらよろしくお願いいたします。よ

ろしいでしょうか。 
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 それでは、ご意見ないようでございますので、こういう方針で進めていただきたいと思いま

す。 

 続きまして、議題２でございます。総合科学技術会議が実施した平成22年度概算要求におけ

る科学技術関係施策の優先順位付けの結果をご報告いたします。事務局より全体概要と社会基

盤部分の内容についてご報告いたしますので、ご質問やご意見をいただければと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

○廣木参事官 ご説明いたします。 

資料２－１でございます。｢平成22年度概算要求における科学技術関係施策の優先度判定等

について｣ということで、全体のご説明の資料でございます。 

１枚おめくりいただきまして、｢科学技術に関する予算等の資源配分の方針について｣という

ことでございますが、これは先刻ご存じのとおり、総合科学技術会議では資源配分の方針を決

定いたしまして、それに基づいて、各省の施策がその方針に沿ったものになるようにヒアリン

グし、優先度判定を実施しているものでございます。 

３ページをごらんいただきますとわかりますが、特に平成22年度要求につきましては、新政

権の発足を受けまして、方式を新たにしてヒアリングとその後のプロセスを実施しております。

特に新政権発足後、以前出しておりました資源配分方針を改めまして、新しい資源配分方針を

お示ししております。こちらにありますように、「最重要政策課題」といたしまして、｢環境

と経済が両立する社会を目指すグリーン・イノベーションの推進｣を掲げてございます。また、

そのほかに、重点的に推進すべき５つの課題と、それから最重要政策課題や重点的に推進すべ

き課題のための基盤となる３つの課題を示して、これに基づいて資源配分の判定をしているわ

けでございます。 

それから、４ページでございます。また、今回新政権発足後、新しい予算編成プロセスを用

いてございます。特に「透明化の取組」ということで、「パブリックコメントの実施」、それ

から「府省全体ヒアリングのプレス公開」、｢個別施策ヒアリングのプレス公開｣｢優先度判定

等の審議過程の公表｣などを行ってございます。 

特にこの中で、パブリックコメントの結果といたしまして、５ページにございますけれども、

パブリックコメントを、11月17日、昨年から１週間やった結果、全体で3,200件の意見のご提

出をいただいてございます。そういったことを踏まえながら、実際の判定を実施したところで

ございます。 

それが６ページにございますように、｢総合的見解｣といたしましては、例えば予算編成に当
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たって「費用対効果等のコスト意識」、それから「長期的に科学技術をいかに振興していくか

という視点」などをミックスして総合的に実施をしていく。あるいは「最重要政策課題への重

点化」を行っていく。また、「各府省に共通する事項」として、類似施策の統合化、あるいは

府省連携の一層の推進、それぞれの施策について国民にわかりやすく丁寧に説明していくこと。

あるいは科学技術関係施策を社会ニーズ等の施策をめぐってＰＤＣＡサイクルを使いながら効

率的に推進するといったことを見解として述べてございます。 

また、具体的な施策につきまして、その判定結果としてグリーン・イノベーションへの重点

化が図られまして、最重要政策課題(グリーン・イノベーション)の概算要求額は、対前年度比

27％増になってございます。 

それから８ページ、また９ページでございますけれども、22年度の優先度判定につきまして

は、特に結果的にメリハリをつける、そういう判定となりました。 

９ページをごらんいただければ経年の変化がわかりますけれども、例えば平成21年の新規施

策でございますけれども、Ｓは１件しかございませんでしたのが、平成22年度の判定は21件と

いうことで、大幅にふえてございます。また、継続施策につきましても、平成21年の継続、青

いところでございますけれども、12件が、平成22年継続というところでは48件ということで、

これも大きくふえているということで、かなりメリハリのついた、そういうＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ判

定になってきたということになるかと思います。 

こういった状況を踏まえまして、資料２－２、Ａ３横長の資料でございますけれども、社会

基盤分野の状況を見ていただきたいと存じます。社会基盤分野におきましても、Ｓあるいは優

先とされた判定結果がふえてございます。 

それを中心にご説明いたしますと、１ページ目でございますけれども、警察庁で実施いたし

ます「ハプロタイプ解析による生物学的資料の個人識別に関する研究」、これがＳ判定を受け

ております。これはいわゆるＤＮＡが資料が古くなって断片化した等々の場合に、にもかかわ

らずハプロタイプ解析という解析を利用することによってそのＤＮＡ等の特定ができるように

なるといったようなものでございます。 

１枚おめくりいただきまして、その上でございますけれども、これもＳ判定でございますが、

「社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術」ということで、これにつきましてはラ

イフサイクルコストの観点から、いわゆる非接触型の点検をする、あるいは点検をするところ

をあらかじめ老朽化するのが比較的早いところ等を重点的に行うといったような、総合的な点

検、そして管理をすることによって社会資本をより長生きさせようというものでございます。 
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それから、その下にあります「地震動情報の高度化に対応した建築物の耐震性の評価技術の

開発」というのは、いわゆる地震動情報につきまして、地盤の評価あるいは情報がふえてまい

りましたけれども、それに連結した建物の耐震性能まで評価対象を拡大して、実際に住んでい

る、あるいは活動している建築物の耐震性の評価につなげようとするものでございます。 

それから右のページは着実がございまして、最後のページ、一番裏をごらんいただければと

思います。その中で優先と判定された案件が、継続案件でございますけれども２つございます。 

１つは、文科省・ＪＡＸＡの「全天候・高密度運航技術」ということで、乱気流による航空

の事故や支障ということが今後懸念されるときに、これらのレーダー技術あるいは運航技術、

航法技術、そういったものを組み合わせ、技術を向上させることによって、安定的でかつ安全

な航空運航を可能にしようという技術でございます。 

それから、その２つ下の段落でございますけれども、「炭素繊維の複合材成形技術開発」と

いうことで、いわゆる軽くて強い炭素繊維複合材は非常によい材料でありますけれども、１つ

の難点としては成形が難しいというところがございました。これにつきまして、そういった炭

素繊維をより効果的に確実に成形できるような技術ということで、バータム法という方法を使

いまして成形をしていく、そういう技術でございます。 

 以上のように、この社会基盤分野につきましては、新規で３件、それから継続で２件という

ことで、新しく５件のＳ並びに優先判定を受けた、そういうプロジェクトが出てきているとこ

ろでございます。 

 説明につきましては以上でございます。 

○森地座長補佐 どうもありがとうございました。 

 それではご質問、ご意見をお願いいたします。どうぞ。 

○片山委員 ２－１のほうの資料なんですけれども、５ページ目ぐらいのところからパブリッ

クコメントの結果が出ておりますけれども、このパブリックコメントというのは一体どういう

質問に対するパブリックコメントなんですか。一般的に科学技術に対して何か意見を言ってく

ださいと言ってこんな意見がいろいろ出てきたものでしょうか。何か特別な質問をしたもので

すか。 

○廣木参事官 これにつきましては、資料２－２を見ながらと思いますが、この優先度判定に

つきましてのパブリックコメントでございまして、それぞれの案件につきまして、施策の概要

並びに判定の１次の結果をお示しした上で、それに対するコメントを、例えば、最初のページ

はちょっとコメントのない例でございますけれども、次のページからは、一番右の項に「パブ
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リックコメントの主な例」というのが出てきております。それぞれについてかなり詳細に出て

いるところもございます。こういったそれぞれの案件につきますパブリックコメントを参考に

しつつ最終的な判定を行ったということでございます。 

○森地座長補佐 よろしいでしょうか。 

○片山委員 これ、ちょっと何か誤解しますね。ただパブリックコメントと出ていて、ここに

たくさんいろいろつながっているものの、これとこれがつながっているという印象がちょっと、

私はよくわかりませんでした。 

○森地座長補佐 大体ご専門の関係の方がお答えになっているのですね。 

○廣木参事官 コメントの方は匿名になっているのもございますけれども、専門的な意見が多

く寄せられたというふうに感じてございます。 

○森地座長補佐 ありがとうございます。 

 そのほかいかがでしょうか。どうぞ。 

○辻本委員 パブリックコメントのところの今見せていただいたＡ３の表の一番最後に、主な

例を書いているところの上に｢予算額からの増減の理由｣というふうな形で書いてありますね。

すなわちパブリックコメントをもとに若干の割り付けを変えたということなんでしょうか。 

○廣木参事官 これにつきましては、書いている欄が一緒なのでそういう印象をお受けになっ

たからだと思いますけれども、昨年は予算額からの増減の理由はパブリックコメントがあった

からどうこうということではなくて、事実としてこうだったということを書いてございまして、

その下にあるパブリックコメントとは直接つながっているものではございません。 

○辻本委員 そうすると、結局、まず専門家によるヒアリング、それである程度案を公開して

パブリックコメントを募集する。その後どんな手続きになるかというようなことは、具体的に

あるいは形式的に決められているのでしょうか。 

○廣木参事官 ここにはどういうプロセスというのが書いてございませんけれども、実際にや

ったこととしては、今おっしゃったように、まず状況を示して、その上でパブリックコメント

を受けて、その結果を踏まえて最終的な判定を行ったものでございます。ただ、パブリックコ

メントを反映してどうしたとかは明示的に示されているものではございません。 

○奥村座長 少し私のほうから補足させていただきますと、この資料２－１の４ページをごら

んになっていただきますと、｢プロセスの透明化の取組｣で、まず最初に、府省全体から私ども

議員が、府省全体として概算要求をどういうふうに取組むのかというお話を伺っています。そ

の後、各府省の個別施策、それが先ほどの資料２－２の個別に並んでいるのがございますが、
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これを外部の専門家をお招きしてそれなりの順位付けをし、その結果を生かして、私ども有識

者議員で、優先度判定について有識者議員が議論、調整する場、全体調整会議というものを設

けておりまして、ここでそれまで行ってきました議論の結果を踏まえて、有識者議員名でどう

いう判定案を出すかということを提案して、最終的にその結果を調整会議で決めて公表する、

そういうプロセスを経てきているのが今回です。 

 去年までと何が違うかといいますと、まずパブリックコメントというのが去年までありませ

ん。去年というか前政権までございませんで、それからもう１つはこのプレスへの公開、もう

１つが、いわゆる調整結果をどの有識者議員が主としてその原案を作成したのかという、個人

名を表示するようになっているというのが前政権との大きな違いということでございます。 

 以上です。 

○辻本委員 それで、プロセスはよくわかって、プロセスにおいて公開型になってきたという

のはよくわかるのですけれども、そうするとパブリックコメントはかなり早い段階でやられた

わけですね。この各府省が概算要求したその時点で国民からの意見募集がされているというこ

とですね。最後まである程度議論して出てきたものをパブリックコメントにかけたということ

ではなくて、各府省から出ているレベルでパブリックコメントがかかっているということで、

その後は公開型だけれども、特にパブリックコメントみたいなもの、最終案とか、そういうも

のにパブリックコメントとか、ああいうふうなものをかけているのではないということで、そ

ういう理解でよろしいですね。その時点が11月17日から24日だった。すなわちこの府省が概算

要求したときの資料公開のときに対する意見募集というのが11月のこの時点だということでよ

ろしいでしょうか。 

○廣木参事官 そういうことです。 

○辻本委員 ありがとうございました。 

○森地座長補佐 そのほかいかがでしょうか。 

辻本先生おっしゃったように、この資料２－２を見ると、何となくパブリックコメントで優

先順位を決めているように表のつくりがなっているのですね。 

○辻本委員 早い段階で、その後いろんなプロセスを経ている、わかりました。 

○廣木参事官 最初の施行でございましたので、いろんな時期的なものもかなり厳しいところ

がございましたけれども、そういうことをやりました。パブリックコメントはご存じのとおり

その１つの案件に対して全く相対する意見もございますので、当然それをそのまま採用すると

かいうことではなくて、十分にその内容を吟味して、総合科学技術会議として判定をしたとい
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うことでございます。 

○森地座長補佐 何かこの表の上が、「理由」として、括弧して「パブリックコメントの主な

例」とやっているから。これは上段、下段ぐらいの、欄がもう１つあったら。 

○廣木参事官 誤解を与えてしまいまして、申しわけございません。 

○森地座長補佐 ほかの部門もみんなこうなっているのですか。 

○廣木参事官 そうです。 

○森地座長補佐 そのほかいかがでしょうか。よろしいでしょうか。ちょっと資料が、情報が

たくさんあるものですから短時間では難しいかと思いますが。 

 結果的にこのＳとかＡとか着実というのは、次の予算にはどういう格好で反映するのでしょ

うか。 

○廣木参事官 その判定結果全部を財務省が参考にして、当然予算の制約とかもございますけ

れども、最終的に予算案がつくられていくというプロセスでございます。 

○森地座長補佐 概算要求と変わっているのですか。 

○廣木参事官 最終的な概算要求。 

○森地座長補佐 最初の省庁から出ているもの。 

○廣木参事官 当然ながら査定結果が完全に一致しているわけではございませんけれども、そ

れなりに加味されたのではないかという理解をしております。 

○森地座長補佐 どうぞ。 

○片山委員 Ｓというのはよくわかる。それから着実というのもよくわかるのですが、Ａとい

うのと優先というのはどっちが上なんですか。 

○廣木参事官 優先、着実、あと原則というのがあるのですけれども、それとＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ

というのはもともとカテゴリーが違いまして、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃは新規の案件が対象、それから

優先、着実というのは継続が対象ということで、あくまでも最初にそういうカテゴリー分けが

ございます。 

○片山委員 なるほど、そう書いてありますね、確かに。よくわかりました。 

○森地座長補佐 最後のページの真ん中のなんか、前年度から比べるとものすごく予算が減っ

ているのですね。 

○片山委員 最後のページの。 

○森地座長補佐 真ん中。 

○片山委員 そうですね、本当。 
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○森地座長補佐 多分これ、段階的に進めているから、もともとの計画がこうだったのでしょ

うね。 

○廣木参事官 おっしゃるとおりです。平たく言うと２つの違った方式を両方進めて優位性な

どを比較して、最終的にこちらのバータム方式の開発を継続推進するということでございまし

た。 

○森地座長補佐 よろしいでしょうか。どうぞ。 

○志方委員 このパブリックコメントというのは、さっき言ったようにいい面と、だめにする

コメントみたいなのもどんどん出てくるようになると、かえってマイナスになるというのがあ

りますが、これを見ると、3,249件のうち研究者が３分の２ぐらいですね。だからそのテーマ

に関する研究者なんだと思うのですね。それから所管別に見ると文科省がほとんどですから、

言ってみれば変な意見は余り出てきてないということですかね。かなり専門的なというか、パ

ブリックと言いながら、コメントを出しているというのはかなり専門家だということですね。 

 その第１のところで、これは１週間しか取ってないわけですから、出せなかった人というの

はもうそこで切っちゃうわけでしょう。だからやはり日ごろからこれに関心を持っている人で、

出たと思ったらわあっと出していく、そんな感じもしますね、この数値を見ると。 

○森地座長補佐 どうぞ。 

○岸委員 Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ評価のことなんですけれども、この社会基盤の場合は基本的にパブ

リックコメントの前後で変化がなかったということなんですけれども、全体の中で原案と最終

決定の優先順位が変わったのというのは何かあるのでしょうか。 

 パブリックコメントを見てみたのですが、あるグループの人がみんなわあっとパブリックコ

メントを出しているのですね。ある研究グループの意思として何かパブリックコメントを出し

ているというような感じがあったものですから、何かそういうことが反映されるような形にな

ったのか、そういうことでの変化は余りなかったのかということがもしわかりましたらお聞き

したいのですが。 

○廣木参事官 今、全体を把握している資料がございませんのですが、状況を説明しますと、

このパブリックコメントを出す直前に、例の事業仕分けというのがあって、科学技術分野に対

して関心が非常に高まったというところがございました。そういうことでかなり多くの意見を

いただいたということもございます。 

 社会基盤の分野の判定結果はごらんのとおりでございますけれども、他の分野もおおむね似

たような状況でございまして、全部こうだったかというのは今手元に資料がないのですけれど
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も、大体同じようだったというふうに記憶してございます。 

○辻本委員 関連して、４ページの「パブリックコメントの実施」のところに、「事業に対す

る国民の期待、意見を募集し、優先度判定等に反映」すると書いてあるのだけれども、今のよ

うな話ですと、その研究者自身のそれぞれのグループが、ある意味では陳情的に政治的圧力を

かけるような形でやりなさい、そういうものを煽っているような状況になりつつあるのじゃな

いかなと。何を国民が事業に対して期待しているので意見を募集するのかという話と、我々も

ある研究者のグループとして声を大きくして言っていかないと、今までみたいにたなぼた式で

研究費が来るのじゃなくて、ある分野が大事なんですよということをしっかり言わないと政治

家からはお金が、政権からは判断されないのだというふうな仕組みになってきているというふ

うな理解の仕方と、その辺のすみ分けはどんなふうにしたらよろしいのでしょうか。 

○奥村座長 どういうふうにしたらいいかというご質問なのですが、別に名案を持っているわ

けではないのですけれども、今回のパブリックコメントで私も幾つかの分野を担当さしていた

だいて、膨大な数をざっと目を通しますと、先ほど岸先生ご指摘のように、どう見てもこれ、

発信元は１つではないかと。というのは文章が同じなのですね。文章が同じで発信人が違うだ

けで、こういうのは恐らくどこかのグループがまとめて出したのだろうなと。それぞれ１件ず

つ数えますから。 

 したがって、そういうかなり膨大な数のパブリックコメントを拝見して、どういいましょう

か、具体的な尺度はないのですけれども、文面等を拝見し、それから今申し上げたような点を

考慮して、私の担当するところは私なりに判断させていただいたと。ちょっとそれしか、申し

わけございませんが申し上げようがございません。 

 ただ、極めて少数の意見の中には、やはり私どもが少し見落としていたような視点のご意見

がございまして、これは極めて貴重でございます。最終結果がどうだということよりも、貴重

なご意見をいただいていますので、やはり私はこういうふうにしてできるだけ広く国民の皆さ

んからご意見をいただくということの有意義というのは、実は今回初めて私は体験しましたも

のですから、私としては続けたらいいのではないか、個人的にはそう思っております。 

 すみません、回答にはならかなかったかもしれませんけれども。 

○鈴木委員 今の奥村議員のご発言のような趣旨でこのパブリックコメントが利用されたとい

うことであれば非常にいいことではないかと思います。ただ、まだそれほど国民の中にはこう

いう制度が普及されているとも思いません。現状では実際の当事者からの意見というのがやは

り多いのだと思うのですけれども、広くＰＲしていただければ、そうした貴重な意見も吸い上
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げることができるのじゃないかと思いますので、引き続きお願いいたします。 

○森地座長補佐 どうぞ。 

○伊藤委員 この横長ので、防災の分野で着実というのが６つあるのですけれども、そのうち

の４つは書類審査なんですね。というのは、例えば防災科学技術に関する有識者とか専門家の

コメントというのはこれには入ってないということなんですね。あくまでも書類だけで審査を

したということで、特に６つのうちの４つというのは、いわば地震の理学的な分野です。そう

いうふうに解釈してよろしいのですか。 

○廣木参事官 この継続案件については、特に最初に全部膨大な数の予算要求項目があります

ので、一定の、例えばある一定額以上ですとか、そういうことについてはヒアリングをして専

門の先生方に意見を求めるということをしておりますけれども、今申しましたようにそれ以外

のものについては書類審査というのもあるということでございます。いずれも既に、新規の案

件については、その事業の意義ですとか、あるいは有用性、今後の見通しというのは必ず新規

物についてはヒアリングをしておりますので、そこで一たん判断がなされているということで

ございます。 

○森地座長補佐 何か欄外にでも、何が書類審査で、どういう事情でこうなっているかとあっ

たほうがいいかもわからないですね。 

○廣木参事官 それでは、それにつきましては今後反映いたしますとともに、また先生方には

再度資料をお送りさしていただきます。 

○森地座長補佐 そのほかいかがでしょうか。 

 この分野はものすごく多分野にわたっていますので、相対評価が非常に難しい、そういう場

所なんですね。 

 よろしいでしょうか。 

○奥村座長 廣木参事官。これは、ホームページに掲載されていますか。全案件について。 

○廣木参事官 はい、されています。 

○奥村座長 ほかの分野は全部私どものホームページに、この形式のＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、掲載さ

れておりますので、もしご関心があればホームページでごらんになっていただきたいと思いま

す。 

○森地座長補佐 よろしいでしょうか。 

 それでは、また必要でしたら戻っていただいて結構ですが、次に進めたいと思います。 

 ｢テロ対策のための研究開発｣が平成21年度で終了しました。３年間の活動概要について事務
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局からご説明をお願いいたします。 

○廣木参事官 資料３でご説明をさせていただきます。 

 １枚めくって３ページの「趣旨」でございますけれども、このテロに関します連携施策群、

平成19年４月から開始して、まる３年間実施をしてまいりました。その中で、検討課題といた

しましては、こちらに書いてございますように、「テロ対策の技術マップ／ロードマップ作

成」｢国際協力・連携の推進｣「機動的な人材育成・確保」｢不正な技術流出の防止｣｢安全知・

技術の共有化の促進｣、こういったことを目的としてやってございました。 

 特に昨年度の実績、昨年とりまとめも含めてやってまいりましたので、そこを中心にご説明

いたしますと、４ページにございますように、タスクフォースを開催いたしまして、今まで行

ってきたさまざまな技術開発について、その成果、進捗状況に関して情報共有を行いまして、

またいろいろな助言をちょうだいいたしまして今後に資するという、そういったことをやって

まいりました。 

 それで、５ページでございますが、そういった中、国内の技術開発もかなり進捗したという

ことを背景に、海外の様子も含めて国際連携セミナーということで、その道を進んでおります

アメリカ、イギリス、フランスのテロ対策技術の政府関係者からの講演、パネルディスカッシ

ョンを行ったところでございます。 

 その結果を、下の６ページにございますように、主な論点として、こういう意見を各国のパ

ネラー等から出していただいております。例えば、テロの脅威については、テロの関係者が大

使館を装って接近し、あるいは計画を練るなど、巧妙化をしている。また。テロリストが、短

いスパンではなくて、学生をリクルートして、その学生を育て上げて、核などのテロリスト側

の専門家として養成する等、そういう計画を立てる傾向があり、それに対策を立てるほうもか

なり長いスパンで対応をする必要がある。あるいは今後増大する脅威として、英仏等では核物

質対策等に重点が置かれている。あるいは装置の標準化、あるいは空港のチェック体制などに

関して、日本の高い技術を使って貢献をするということに高い期待がかかっている。あるいは

参加者からもいろいろな各国の開発ニーズあるいは整備方針に対して高い関心が示されており

まして、参加者のアンケート結果からも、次回開催やさらなる技術開発の促進、あるいは議論

の深化を求める声がございました。 

 また、めくっていただきまして次の７ページでございますけれども、本年２月に実績報告会

をあわせて行っております。パネルディスカッションあるいは関係省庁からのプレゼンテーシ

ョン等がございまして、その結果を８ページに少し詳しいところを書いております。例えば、
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ウォークスルー型の爆発物探知システムについては、吸引方式を用いた爆発物検知、あるいは

そういったものを羽田空港で実証実験をして良好な結果を得た等の成果発表がございまして、

それに対して参加者のほうからも、参加者の方も非常に専門性の高い方が多く参加いただきま

して、検知可能な爆発物の種類や誤検知を少なくする原理等について活発な質疑応答がなされ

ました。また、手荷物の中に隠匿した核物質の検知システムの成果発表につきましては、高速

中性子法等の方法を組み合わせた、お互いの弱点を補完し合った誤検知の少ないシステムが提

案をされてございます。参加者からは、今後の手荷物に加えてコンテナ対策等についてどう考

えるかといったような質問もいただいております。また、その後引き続きましたパネルディス

カッションでは、関係省庁から、開発に柔軟性や機動性を持たせるのが大事だ、あるいは旅客

等への利便性との両立が非常に厳しいが、これを図るといったようなことを意見としていただ

いております。参加者からも数多くの意見をいただいております。 

 それから、９ページでございますけれども、海外の状況がかなり進んでいるということで、

英国のほうで調査もしております。その中で、その下の10ページでございますけれども、関係

者との意見交換では、テロとの個別的な戦いから総合戦略策定へといった流れ、あるいは研究

開発のいわゆる競争的な応募方法についての説明等々がなされてございます。 

 また、セキュリティの機器の展示会もあわせて実施しておりまして、例えば緊急避難用の防

毒マスク、あるいはＣＢＲＮＥの総合的な車両センサシステム、あるいは危機管理者の立場で

膨大な資料を集積するシステムによって指示が出せる情報集約コマンドシステム等についての

調査が目を引くところでございました。 

 そういうことで、11ページでございますけれども、こういった毎年の成果を踏まえました全

体的な成果といたしまして、こちらにありますように「各省庁が実施する関係施策の連携強

化」につきまして、各省庁がタスクフォースに参加して情報の共有化を図られただけではなく

て、例えば個別の連携ということで、こういった連携の有効性にかんがみまして、警察庁と文

部科学省の間で研究開発推進会議が設置されたという具体的な成果に発展をしてございます。

また、「研究内容の重複排除」につきましては、タスクフォースによります情報共有につきま

して、それぞれが方向を改善し、修正しながら重複を少なくしていくということがなされたの

ではないかということでございます。また、未対応分野の補完につきましては、情報共有にお

きましていわゆるロードマップにおいて今後強化する分野等が議論されたということでござい

ます。 

 また、その下でございますけれども、そういったことを踏まえてテロ対策の技術マップ／ロ
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ードマップが作成されました。また、今説明しましたように、国際連携セミナーあるいは海外

調査を踏まえまして、国際協力・連携が強化されたと考えてございます。また、機動的な人材

育成につきましては、こういったタスクフォースの議論を踏まえて、中間フォローアップで既

にご議論いただきましたけれども、課題あるいは対応方針が作成されたところでございます。

また、「不正な技術流出の防止」につきましては、例えば経済産業省におけますガイダンス等

が作成されたというところでございますし、「安全知・技術の共有化の促進」につきましては

シンポジウム等が開催されたということでございます。 

 13ページに、その中で具体的に技術開発が進んだ成果の施策一覧が示されてございます。 

 14ページでございますけれども、では今後どうなるのかということでございますけれども、

連携施策群、昨年度末で終了したことでございますけれども、今後フォローアップの結果をと

りまとめ、最終案を作成の後、次回の社会基盤分野プロジェクトチームのほうにご報告をさせ

ていただきたいと考えてございます。また、関係省庁との間の連携のあり方についても、今後

またさらに議論が進んでいくということになってくると考えてございます。 

 また、その具体的な今後のフォローアップとして、今年度から始まります社会還元のための

社会システムの改革のための科学技術振興調整費という新しいプログラムがございますけれど

も、ここにテロ対策技術が新しく選ばれてございます。このプログラムは、総合科学技術会議

の指示のもと、文部科学省で実施をされるものでございますけれども、15ページにございます

ように、安全・安心の技術につきまして、関係府省の連携体制を組みながら進めていくという

ものでございます。 

 16ページにありますように、特にこういったテロ技術というのは、マーケットが非常に限定

されて、そのマーケットの見通しがわからないためになかなか民間による技術開発というのが

進まないという、ある意味宿命的なところがございました。それを改善するために、16ページ

の表にありますように、出口側の関係機関、いわゆる公的なユーザーのほうが最初からこうい

った技術開発にこういう技術が欲しい、あるいはこういうスペックが必要なのだといったよう

なことを議論に参加することによって開発する側のインセンティブも湧き、かつユーザーとし

ても満足できるような技術開発が経年的に進んでいくということを新たに発想し、進めるもの

でございます。 

 17ページ、最後のページでございますけれども、その公募対象として９つの研究開発テーマ

が公募されまして、かなり多くの応募があったと聞いてございます。現在その内容については

審査中と聞いております。４月末にまた新しく進めるべき具体的な研究開発プロジェクトが定
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められるというふうに理解しておりまして、このように科学技術連携施策群の成果が具体的な

技術開発のプロジェクトあるいはその予算となって実を結んだということでございます。 

 以上でございます。 

○森地座長補佐 どうもありがとうございました。 

 それではご質問、ご意見をお願いいたします。 

○村山委員 ３年間、非常に成果が上がったということなんですけれども、機器で言うと実証

実験だとかプロトタイプだとか、そういうところまででき上がったということで、そこまでで

きた後でどう製品化するかというところが一番ポイントになると思うのです。これだけお金を

つぎ込んで、それでプロトタイプだけで終わりというのは非常に寂しいことなんで、この製品

化において、果たして文科省のこのプロジェクトに、今これは審査中ということですけれども、

難しいと思うのですけれども、こういうところに引き継がれるか、あるいは製品化においても

う少しサポートが必要な場合は総合科学技術会議が何かサポートするかとか、そのあたりの、

これから製品化に至る道筋というのはどういうふうに考えたらいいのでしょうか。 

○廣木参事官 かなり核心に迫るご質問ということでございますけれども、もちろん最初から

技術開発する側にユーザーとしてこの技術とか御社を使いますよということは言えないわけで

ございます。そうは言いつつ、将来が見えないのに民間が技術開発をするというのは難しいと

いう、そのせめぎ合いをどうするかという解答の１つが、この今説明いたしましたプログラム

でございまして、最初からどの程度の技術水準でどのぐらいのものが欲しいかというのを、あ

らかじめユーザーが議論をするということによって、ユーザー側もその技術に関してどの程度

進んでいるか、あるいは使えそうか使えないかというのを、予算要求というのは１年、２年か

かっていくわけですが、その前に理解をしておくということで、そういったことでハードルを

低くして、技術開発がなされて、例えばプロトタイプができた後にスムーズに実用化に移行す

るということを目指しているものでございます。 

 もちろん、予算制度等の制限、制約がございますので、先ほど申しましたように、できたら

使うとか、そんなことは予算の、会計の制約の手前なかなか言えないわけでございますけれど

も、そこにできるだけ近づいたというようなプログラムを考えたということであります。 

○片山委員 今資料３というのを見せていただきますと、「昨年度の実績」というのと、それ

から３の「成果」というところがあって、むしろ３の｢成果｣というところの、14ページなんか

をきちんと見ると、なるほどいろんなことがやられているのだなということがわかるのですけ

れども、「昨年度の実績」というのを見ますと、セミナーを開いたとか、どこかに出張したと
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か、それでどんな論点があったかというと、テロの脅威については、大使館員を装うなど巧妙

化とか、わざわざ議論しなくてもわかるようなことしか書かれてないのですね。私はこの研究

の重さというのが、何か昨年度のだけを見ていると出てこなくて、むしろ全体の中で昨年度の

部分をきちんと位置付けていただいたほうが、こういう報告書をどういう順番につくるという

のは何かあるのかもしれませんけれども、よくわかるのじゃないかという気がいたしました。 

○廣木参事官 おっしゃるとおりのところでございます。経年的に報告もしておりましたので、

特に昨年度の成果、それで昨年度の成果はいわゆる技術成果、最終年のまとめの年でございま

すので、そういった成果の発表といったことを実際上の活動としてはしてきたわけでございま

すけれども、今片山先生がおっしゃったとおり、本当の成果というのは技術開発がなされて、

例えば13ページの「施策一覧」にございますような表に端的に示されておりますので、最終報

告のとりまとめにつきましてはそういったところを中心に書いてまいりたいと考えてございま

す。 

○鈴木委員 テロとか防犯の関係は専門の先生にお伺いしたほうがいいかもしれませんが、こ

ういう分野ですと防衛省の技術ですとかノウハウというのがかなり有効に利用できると思いま

す。予算が限られてきている中で、民間技術と防衛技術のデュアルユースの必要性が最近指摘

されています。15ページの各省連携の中には防衛省が書き込まれておりますけれども、開発体

制の中では防衛省の役割はどうなっているのでしょうか。 

○廣木参事官 こんな話から始めていいのかどうかわかりませんけれども、私どもの社会基

盤・フロンティアグループの中には防衛省の方も来ていただいておりまして、そういう意味で

ある意味インフォーマルな情報共有というのはしっかりやってまいりたいと思いますけれども、

防衛というのはちょっと機微な分野であるというのもありまして、なかなか全部一緒に入って

きて、完全にオープンの情報共有というのは、いわゆる関係者同士と言いつつも厳しいところ

があるというところで、現在の姿としてはこんなふうに落ち着いているのでございますが、今

後ともそういったインフォーマル、それからフォーマルな意味も含めまして、情報共有は深め

てまいりたいと思ってございます。 

○志方委員 先ほど、たくさんの意見の中にもピタッとしたものがある、見落としてはいけな

かったようなものがあるという、私は今東京都の仕事もしておるので、毎年ビッグサイトで危

機管理産業展というのがありますが、あれはセミナーもあるし、いろいろやっているのですが、

あのところを見て回りますと、小さい企業がオッと思うようなものをやっている。こつこつや

っているのでしょうね。ああいう危機産業でも、有名などでかい会社もありますね、そういう
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ところと名もないところがあって、そこで、これはどこかが補助してあげたらもっとすごいも

のができるなというのが１つや２つはあるのです。 

 今や、町工場でつくった人工衛星とか、大学の研究グループがつくったような人工衛星も飛

ばしてあげるという世の中ですから、何かああいうような公の場でピカッとしたものがあった

ら、その１つや２つは、あれは各省庁がほとんど応援しているプログラムですから、何か拾い

上げてあげるような、連携施策群という、そんなどでかいカテゴリーでなくて、そういう小さ

な声も１つや２つ優秀なものは上げるというような、そういうものがあったほうがいいような

気がします。 

○森地座長補佐 ありがとうございます。 

 私もここに関係していまして、片山先生おっしゃったこの実績のところで、ここで予算が重

複するとか重点とかという、この連携施策群の目的と、それから共同で補完的課題として具体

的な技術開発、こういう話との書きぶりが、前者のほうに偏っているので、これから見るとな

かなか感じられないのかもしれません。 

 それで、補完的課題はこの施策群の中で１つ、２つ選んでという格好でやったものですので、

そこは先ほど村山先生おっしゃったプロトタイプができて次に行くという、着実にいわゆる技

術開発のセットで行っているのですが、次のページに表がずらっと並んでいるところは、それ

ぞれがやっておられることを、重複がないでしょうね、それをやる上でちゃんと情報交換して

いるのでしょうねと、こういうことだから、これが技術開発ですというように出てこない。こ

れを外部に公表したときに、その辺をちゃんと理解していただけるかどうか、ちょっと心配で

はありますね。 

 だからむしろ、具体的な技術開発のほうの話がもう少しクリアに書かれていたほうがいいの

ですが、それは難しいのでしょうか。 

○廣木参事官 この資料そのものは、次回に報告書をお諮りする前の、事前にこういうことを

１年間やっておりましたとか、そういったことをあらかじめお知らせしておいたほうが、次回

報告書の素案をお送りするときに、バックグラウンドとしてよろしいのではないかと思ってご

説明申し上げた次第でございまして、これがそのものの報告書では全くございません。そうい

うことで、またきょういただいた先生方の意見を踏まえながら、よりよい報告書をつくってま

いりたいと思いますので、どうぞご指導方をお願い申し上げたいと思います。 

○片山委員 結局昨年度の実績というのが、何となくだらっと読むと、これはスタート前にし

ておくべきことのような議論ばかり論点のところに書いてあるのですね。これがずっと読んだ
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ときに非常に誤解を招くような気がするので、最後のとりまとめとして昨年度いろんなミーテ

ィングや何かをやられたのであれば、それらしい論点とか、それらしいまとめというのが、そ

れぞれの会からまとめのところに出てないと、この部分がちょっと浮いちゃいますね。 

○岸委員 私のほうも森地先生の補佐ということで、いろいろ手伝わせていただいておりまし

たので、１つコメントをさせていただきたいと思います。 

 テロ対策の研究の連携群というのは、そういうのができるのかなというようなところから始

まりまして、やはりある程度まとまってきたというところがあると思います。それで、実際に

３年間でシンポジウム、セミナー等、５回やっておりますけれども、１回目はとりあえず顔合

わせというような感じでやっておりますし、それから２回目は、例えばユーザーとの連携とい

うのが必要だからということで、ある程度そういうユーザーを対象としたことをやろうという

ことで２年度目やっておりまして、３年度目が国際交流、それから成果発表というようなこと

でやっております、 

 それで、延べの人数としましては800人ぐらいの方がシンポジウム等に出席していただいて

おりますので、そういう意味での情報共有と広報という意味では成果があったかなと考えてお

ります。 

ただ、確かにそれぞれの研究開発につきましては、各省庁ごとにやっていることですので、

恐らく内閣府のほうであれをやりました、これをやりましたというのは、なかなかちょっと書

きづらいところがあったのではないかなというのが私の個人的な意見です。 

 以上でございます。 

○廣木参事官 まさにそういうところでございまして、あともう１つ、実は今の片山先生のお

話で、最初から議論すればよかったところがやはり３年たっても、まあ永遠のテーマではござ

いませんけれども、引き続き課題になっているというところも正直ございます。ですから、そ

ういったものを今後また議論を深めながら、具体的な実績で解決していかなければいけないと

いう、そういった認識もあって新しいプロジェクトにつながっていったというところがござい

ます。 

 議論をしても、例えば法律、制度、そういったものをすぐに変えるわけにはいかないわけで

ございますので、ある意味なかなか歯がゆいところもございますけれども、そういうことでこ

のプロジェクトとしてはある程度、１歩前進ぐらいはできてのではないかといったところでは

ないかと考えられます。 

○森地座長補佐 いかがでしょうか。 
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 鈴木先生からお話があった防衛予算、防衛省というお話だったのですが、例えばこの補完的

課題、３億円ぐらいなんですね。アメリカは300億、桁が違うのです。それで私は、防衛省の

戦闘機１機分ぐらいこれに投入したらなんて場違いな話をして、いや今の防衛省の予算はそう

いう費目がないのですとかね。僕はあれを見ていて変だなと思うようなことは結構あるのです。 

 ちょっとこの点は、直接ではないけれども、奥村議員から前年の評価のときに、例の食品の

安全が問題になっている、その検知装置を３年間かかって3,000万でしたか、そんなのをこん

なところで予算要求しないで、どこかでつけたらという、どうも危機に対するこの国の予算の

使い方とか何かが少し違和感があるなというのは、正直私も感じました。 

 それから今度逆に、もう１つ、見ていましてというか、コミットさしていただいて、実は普

通の技術開発ですと、世界じゅうで一番いいものが市場を席巻してそれが流通していくという

話なんですが、例えばこういう、手荷物のチェックをするというのを全世界じゅうがみんな統

一的にやると、かえって脆弱になって、それぞれの違うシステムがそれぞれ使われていること

自体に意味がある、そういう社会でもあるのですね。 

そうだとすると、アメリカに遅れて、あるいはイギリスに遅れてというのじゃなくて、日本

は日本流のやり方をやり、それがいろんな場所で、テロリストから見るとどこに何があるかわ

からないという状況のほうが意味があって、だからこそ非常に小規模であるけれども独特の技

術開発をしましょうねというような、そういう位置付けのもので、どうも普段我々が対応して

いる分野とかなり違う分野だなというのが印象としてはありました。 

そんな話とか、それから、これはもう初回からずっとこういうご専門の大学の研究者から意

見が出ていたのですが、学会で発表できない。学会で発表できないのにどうやって若い学生を

教育していけるのかという、こういう問題ですとか、地雷探知はまだ人道的だというので若い

人も興味を持ってくれるけれども、核物質の検知装置といったときに、なかなか全くの新入の

学生が興味を持ってもらえない、こういう問題をどうするかとか、ほかにもたくさん課題がは

っきりしていたことがあります。 

それでいて逆に、こういう装置だからこそ、そこで議論していることを全部公開にするよう

な話じゃないというので、シンポジウムも限定した人だけ参加してやっていくというような、

そういう非常に苦しい社会がありますので、ぜひ外部というより、やはり意思決定者にそうい

う特殊性をちゃんと理解をしていただいて、それにふさわしい箇所付けとか予算付けとか、そ

ういうことをやってもらうことが大変重要、そういう意味では片山先生がおっしゃった、ここ

も、そういうメッセージとして重要なことを並べたほうがいいかもわからない。 
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○片山委員 私、こういう問題をやっているのだと、例えば家内なんかに話すと、日本でもテ

ロなんか問題にすることがあるのと、こういう質問ですよ。ですから日本でテロって、それは

ちょっと、列車を爆破するとか、それからこの間みたいにどこかのマーケットに爆弾を撃ち込

むというようなのとは違うのだけれども、日本も問題にしなきゃいけないテロがあるというこ

とを多分理解してないと思いますね。 

○森地座長補佐 おっしゃるとおりですね。 

○志方委員 私も防衛省の研究所にいたのですけれども、確かにデュアルテクノロジーになっ

てきて、互換性があるといいますか、民間と官とが融通できるという部分が多くなってきたこ

とは間違いないのですが、防衛省の装備というのは、研究開発をしておって、輸入するか国産

で行くかという、そういうことを最後に行われるのですね。そうすると、一生懸命つくってい

って、同じ性能だったら買ったほうが安いやという話になっちゃうことがあるのですね。そう

いうことで、研究しているときにその性能をどんどん公開していくというようなことはなかな

かできないというところがあるのですね。これが最初に、つくるという決断が先にあればいい

のですけれども、最後に来ますからね。 

 それと大きな装備だと、部分的にブラックボックスのところがあると全体がコンシールされ

てしまうというところもあるのですね。ですから技術何も秘密じゃないじゃないかと言うけれ

ども、その隣にあるものがものすごいアメリカから持ってきたものだと、なかなかうまくいか

ない、そういうことがあって、あうんの呼吸でお聞きになっているという、その辺がやはり本

当のところだと思いますね。 

○森地座長補佐 ありがとうございます。 

○奥村座長 最後に、森地先生あるいはご協力いただいた先生方への感謝を込めて一言申し上

げたいと思うのですが、先ほど事務局から資料１－５「連携施策群のとりまとめについて」と

いう資料がございましたけれども、この一番最後のページに｢参考｣というのが載っておりまし

て、ほかの分野でどういった連携施策群が打たれて実施されてきたのかというのが並んでおり

ます。 

 それで、21年度に終わったテーマでございますけれども、一番上の臨床研究から始まって一

番下にテロ対策がございますけれども、この表題をごらんになっていただくだけでも、一番下

のテーマは、どう言いましょうか、やや特殊と言い方が正しいのでしょうか、ほかのテーマと

は違った性格のものを連携施策群として取り上げているということはおわかりいただけるのだ

ろうと思います。 
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 実は３年前始まったときに、私もこれで本当に連携施策って成り立つのだろうかという強い

懸念を持っておったのですけれども、森地先生、また岸先生初め、ご指導いただいた先生方、

それから何よりもここに書いてございます関係府省の皆さん方が大変力を合わせて盛り立てて

いただいたのではないかと私は理解しております。かなりほかと毛色の違うテーマでございま

して、こういった成果を受けて、先ほど参事官からご説明のありましたように、22年度には安

全・安心のプロジェクトがまた走ることができましたのも、少しずつこういった分野の科学技

術が理解が広まってきている、そんなふうに考えたらいかがでしょうかというのが私の感想で

ございます。 

 ご指導いただきました先生方、本当にありがとうございました。 

○森地座長補佐 ありがとうございました。 

 17ページ、この最後のページにありますように９つの課題で始まっているそうでございます。 

それでは、よろしければその次に行きたいと思います。 

 議題４、その他でございます。平成23年度の科学・技術予算編成プロセスについて、大石審

議官からご説明をお願いいたします。 

○大石審議官 では、資料４のシリーズで、平成23年度に向けた科学・技術予算編成プロセス

の主要な変更点といいますか、そこを中心にご説明します。 

 まず資料４－１をごらんください。ここに示しておりますのが「新しい科学・技術予算編成

プロセス」ということで、平成23年度に向けた予算編成の手続き、フローを示しております。 

 まず左側①｢当面の重要課題｣というのがございます。これは例年２月末ぐらいに、総合科学

技術会議の有識者議員がとりまとめまして、上の吹き出しにありますように、「科学・技術、

イノベーション政策として我が国が取り組むべき課題を提示｣するということで、ことしの場

合は３月９日の総合科学技術会議の本会議に報告、決定されました。 

 この｢当面の重要課題｣というのを受けまして、右側に進みます。ここで破線の枠囲みで｢鳩

山政権の新たな取組｣とありますけれども、これについては後ほど詳しくご説明します。 

 従来はどうしていたかといいますと、①の｢当面の重要課題｣が２月末ぐらいに提示されまし

て、その後、④の「資源配分方針」、これが大体６月の末ぐらいにやはりとりまとめて報告さ

れます。中身は、吹き出しにありますように、｢重点的に取り組むべき事項を提示、各府省は

これを踏まえて概算要求｣を行う、そういう位置付けになっております。 

 それで、この６月に④の｢資源配分方針｣が提示されますけれども、各府省は当然ながら４月

ごろから概算要求の準備といいますか、検討を進めておりまして、タイミング的に６月の末で
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はやや遅きに失する、そういう嫌いがございました。実際８月に各府省から概算要求が出ます

けれども、やはりもっと早い時期に重点的な課題でありますとか、あるいはそういったところ

を明示的に示す必要があるのではないかというのが今回の見直し点です。 

 それで、新たに導入されましたのが枠で囲んでおります②と③です。②は｢資源配分方針の

基本指針｣とありますとおり、吹き出しにありますように、資源配分方針に先だって、取り組

むべき事項の大枠をできるだけ早いタイミングで提示する。各府省は要求施策の検討に活用す

るというもので、これを４月の中旬ぐらいには出そうということで、今検討を進めております。 

これは科学・技術政策全般についての資源配分の基本指針になります。 

 それからもう１点新たな取組として、③の｢アクション・プラン｣というのを23年度に向けて

今回からつくることになりました。この｢アクション・プラン｣といいますのは、特に重要な施

策を政府全体、政府全体という意味は、総合科学技術会議が中心になりまして、関連する府省

等も一緒に議論をして、重要施策を抽出して検討を進めるというものでございます。 

 注釈にありますように、「23年度は新成長戦略を踏まえ、一部の施策について先行的に実

施」するということで、具体的には２つの課題解決型イノベーションでありますグリーン・イ

ノベーションとライフ・イノベーションについてアクション・プランを検討することで現在検

討を進めております。 

 それともう１点、切り口は違うのですけれども、競争的資金の運用のルール見直しといいま

すか、といったこともあわせて、３つの課題についてこのアクション・プランというのを現在

検討を進めております。後ほどまたその中身についてはご説明します。 

 ということで、従来⑤、先ほどの議論ありました「優先度判定」等を、言ってみれば各府省

からテーマが出た後、事後評価的にやっていたものを、もう少し上流側で、重点領域とか重点

課題といったような大きなくくりを提示しようというのがこのアクション・プランになります。 

 それで、この②、③のねらいとするところは、その下に書いてある３点であります。１つが

課題解決に特に重要な施策を各府省に提示することによって重点化を図ろう。それから、各府

省連携の推進あるいは予算要求の重複排除といった意味で、予算の決定・運用の効率化を図る。

それからあと、先ほどのパブリックコメント等にありますような予算編成プロセスの透明化を

図るということが大きな３つのねらいになります。 

 その下のページに書いてございますのが、先ほどご説明した①の「科学・技術政策上の当面

の重要課題」の骨子を示したものです。地球温暖化とか、あるいは国際的な経済競争の激化と

いったような地球規模の課題、あるいは少子高齢化とか需給ギャップとか地域の格差といった

 －25－ 



ような我が国に特徴的な課題、こういったものをとらまえて、こういった課題を科学・技術あ

るいはイノベーションで何とかチャンス、あるいはプラスの方向に変換しようということで、

重要課題をとりまとめております。 

 それで、その下にありますように「２つの課題解決型イノベーションの推進を中心とした当

面の重要課題」ということで、大きくは２つの構成になっております。 

 １つ目の◎が、昨年度末に発表されました新成長戦略の基本方針を踏まえて、先ほど申しま

したグリーン・イノベーションとライフ・イノベーション、これを科学・技術の観点でこのイ

ノベーションの推進に貢献していこうというのが大きな１つのくくりです。 

 それから、２つ目の◎にありますのは、イノベーションだけではなくて、やはりプラットホ

ームとして科学・技術を引き続き強化していこうという取り組みでありまして、その下にあり

ますように基礎研究強化とか競争的環境の改善、あるいは基盤技術の展開、それから人財育成

とか国際展開、研究開発システム改革、こういったことを共通的な課題解決ということで取り

組んでいこうというのがもう１つの柱になっております。 

 それで、資料４－２が実際にそれを文章化したものでございまして、これも３月９日の本会

議に説明されたものです。章立てとしては、先ほど申しました１章が「科学・技術の現状につ

いての基本認識」でありまして、３ページ目に、２．「成長を牽引する課題解決型イノベーシ

ョン推進上の重要課題」、それからその３ページの一番下の部分に、３．「新たな知の創出と

国際競争力を支える重要課題」ということで、以降４ページから、例えば基礎研究の強化だと

か、競争的環境の改善・整備、それから我が国の強みであり、競争力強化の源泉となる情報通

信、ナノテク・材料、ものづくり等の、いわゆる第３期８分野で取り組んでおったテーマ等の

さらなる展開、それからあと、長期的視点から国のミッションとして重要になる宇宙、海洋な

どの基幹・安全保障技術の推進、それから(３)では人財育成とかオープン・イノベーションで

すとか、国際協力の関係、それから５ページですが、③では「研究開発システムの改革」とい

うことで、競争的資金のルール見直しでありますとか、研究開発独法とか大学等の運営等の効

率化等に関する検討になっております。 

 それで、４章に○で３つ書いてございますグリーン・イノベーション、ライフ・イノベーシ

ョン、それから競争的資金の使用ルール等の統一化、この３つが先ほど申しましたアクショ

ン・プランの検討対象になっております。 

 それではアクション・プランとはどんなものをつくるかというのを資料４－３に概略骨子だ

けまとめております。例えばグリーン・イノベーションを推進するという課題に対して、大き
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な目標設定をした後、「主要推進項目」とここでは書いております、どういう領域に特に重点

的に取り組んでいくかという、領域設定を行いまして、それを実現するためのいろんな、｢主

要政策項目｣と書いておりますけれども、具体的にどういう技術であったり仕組みであったり

取組みを重点的に行うべきかという政策項目、それからあと、政策項目を構成します｢個別施

策｣ということで、個別の研究テーマであったりプロジェクトであったり、あるいは制度改革

とか制度設計的なことも含めまして、個別施策を詰めていきます。ここで先ほど申しました重

点化とか府省連携とか、そういった観点で、どういうロードマップを描いて、だれが実施主体

で、2020年あるいはそれ以降、あるいはそれ以前に向けてどういう取組みを国としてやってい

く必要があるかということをまとめることになります。 

 それで、この検討は４月に入りまして３つのタスクフォースで現在検討を進めておりまして、

４月末の１カ月で一応骨子をとりまとめて、それを最終的には資源配分の基本指針で４月中に

発信するとともに、アクション・プランとして、５月以降になると思われますけれども、具体

的なロードマップ、それからどこに重点をおくべきかというような大きな方針等々をとりまと

めて報告する予定になっております。 

 それで、このアクション・プランといいますのは、網羅的、総花的にやるものではなくて、

まず23年度に向けてはかなり重点的に絞り込んだ形で、先行事例的なものをつくることになる

と思われます。今後さらにその領域なり政策項目を拡充するような形になりますけれども、ま

ず23年度はかなりフォーカスをした内容で検討することを考えております。 

 以上が23年度予算に向けた新たな取組みのご紹介です。 

○森地座長補佐 今３つのタスクフォースとおっしゃったのはどれですか。 

○大石審議官 ３つはグリーン・イノベーション、それからライフ・イノベーション、それか

ら競争的資金の使用ルールの統一化という、その３つです。 

○森地座長補佐 それではどうぞご意見をお願いいたします。 

○村山委員 非常に大きな全体の流れをご説明いただいたのですけれども、この科学・技術政

策づくりの中で、社会基盤ＰＴというのはどういう位置づけになっているのか、ちょっとご説

明いただけないでしょうか。 

○大石審議官 このＰＴというのは、第３期の現在実施中のテーマのフォローアップというの

がメインのミッションで検討をお願いしております。それで、来年度の予算編成あるいは例え

ば第４期の計画等の検討は、先ほどのアクション・プランであればタスクフォースを立ち上げ

て検討をスタートしておりますし、ＰＴの今のミッションとはまた別のところでいろいろ検討
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が現在進みつつあるところであります。 

○森地座長補佐 重点化というときに２つの意味があって、これとこれしかやらないよと切る

話と、その総額をふやしてどこかにさらにふやすというのと、発想が２つあるのですが、日本

で重点化というと、今までどっちかというと切って、こことここしかやらないというのを重点

化と言っているようにも聞こえちゃうのですが、その辺の意味合いは大丈夫なんでしょうか。 

○大石審議官 今回のアクション・プランのねらいといいますか、位置付けは、特にここは最

重要である、とにかく最も重要な領域であったり、政策項目としてこれを先行的にきっちりと

したロードマップといいますか、計画を立ててやろうという位置付けでして、それに入らなか

ったり、そこで議論されなかったから、じゃ重要ではないかというとそうではなくて、それは

今までどおり個別の概算要求であったりテーマ評価であったりのプロセスの中で優先度評価を

してやっていくということで、とにかくここだけはもうとんがらそう、抜きん出ようというよ

うなところに焦点を当てようというのがこれのねらいです。 

○森地座長補佐 総額は。 

○大石審議官 そこは財務省との関係で、現時点ではまだ何ともいえませんけれども、この検

討には財務省も最初から入っていますので、少なくとも最重要であれば、その部分の予算配分

はそれなりの配分になると思われます。ただトータルがどうなるかというのはまた別の判断が

入ると思いますので、それは今後の議論の中で決まっていくと思います。 

○鈴木委員 イノベーションという言葉がいろいろ使われていますが、イノベーションが成功

するかどうかというのは、その技術ができたかどうかということではなくて、それが社会に生

かされたかどうかということかと思います。そのためには、単に科学技術のみの施策だけでな

く、社会人文科学的な問題、それから経済や政策的な問題まで踏み出して考えないといけない

と思います。そういった意味で、昔から言われていますけれども、文理融合が必要です。技術

のわからない文系人間、それからお金のわからない理系人間というのではなくて、そこは連携

して実施する仕組みをつくっていかないと、イノベーションが我が国において花開かないとい

うことになりかねないと思います。そういった視点もぜひ考慮していただければと思います。 

○大石審議官 それはまさしくおっしゃるとおりでございまして、あくまでもイノベーション

ですから、別に科学・技術で、技術開発で目標達成がゴールではありません。先生がおっしゃ

いましたとおり、それで社会とか経済にどういう変革が起こったかというところがゴールです

ので、技術開発はその手段の１つと認識しておりまして、必要な社会システムの変革であった

り、制度設計であったり、そういったものも当然あわせて考えるべきだと思っております。 
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○森地座長補佐 辻本委員。 

○辻本委員 先ほどからお話が出ていますように、重点化といったときに、限られたパイをど

こかへ持っていって、どこかが薄くなるというのではないのか、それとも新たにつけるのかと

いうお話があったのですけれども、この科学・技術を発展させていく中身も実はそうなんです。

新たなものを引っ張ってきて、これからつくり上げてイノベーションするのじゃなくて、今ま

でやってきているさまざまな萌芽の中に実はそれがあるのを、どういうふうに統合化してイノ

ベーションの方向に向けていくかということが大事だと思うのです。今までも何度もアドバル

ーンを揚げて、いろんな研究テーマを新しくつくったかのように見えて配分するから、決まっ

た予算がどこかが削られてどこかに重点化したり、あるいはどこかから持ってくるのかという

議論になるのだけれども、実はそうじゃなくて、我々の持っているパイをどんなふうに組み換

えていくのかということが非常に重要ですね。 

 それからもう１つは、１つひとつの技術開発じゃなくて、それがどんなふうに社会に生かさ

れるか。でも結局ちりばめた後にだれがその統合化を担うのかということを明確にできないま

まプログラムを組んでしまうところが多いのですね。じゃ一体、その統合化の科学・技術とい

うのをどんなふうにしてやっていくのか、これはまさに社会基盤の携わるべきところなんだけ

れども、そういうもののプロポーザルをどんなふうに書いていくのかというところを研究者の

みんなが頑張らないといけないし、総合科学技術会議でもそういうところを議論して、ある程

度研究者に示していくというふうな姿勢というのがどこかで見えればいいのかなという気がし

たのですけれども、その辺のやっていける、そういうロードマップというのはつくれていける

のでしょうか。 

○大石審議官 ご指摘とアドバイスありがとうございます。 

 まず第１点目の、例えば新成長戦略であれば2020年が１つのゴールといいますか、マイルス

トーンになっていますけれども、その時点でイノベーションを起こすためには、今から何をや

りますかという議論ではなくて、当然今まで第１期、第２期、第３期とずっとやってきている

わけなので、新たに何かプランを始めるのではなくて、大きな流れでのＰＤＣＡサイクルの中

で今までやってきたことを１回チェックして、ではこの10年後、何をいつまでにやるべきかと

いうところをつくるのがロードマップだと考えております。したがいまして、新しい制度をつ

くって、また新たにテーマを募集して、１から、ご破算で願いましてにはならないように、そ

れはきっちり大きなＰＤＣＡを回すようにしていきたいと考えております。 

 それから２点目のご指摘は、なかなか今すぐお答えできる案はないのですけれども、ご指摘
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いただいたところも含めまして、やはり今後の、23年度の取組みだけではなくて、もう少し中

長期的なスパンで、今までやってきたことでできたこと、できなかったことをきっちり踏まえ

た上で、見直しといいますか、修正なり改善をしていきたいと考えております。ということで、

そのあたりはいろいろご助言なりご指導をいただきたいと思っておりますので、よろしくお願

いします。 

○森地座長補佐 いかがでしょうか。 

 この３つ目のワーキングの「競争的資金の使用ルール等の統一化」って、これは具体的には

何ですか。 

○大石審議官 これはいろんな競争的資金の制度がございますけれども、これは各省がそれぞ

れ運用しておるものもありますし、内閣府等で決めたものもございますけれども、それぞれが

やはり運用ルールとか中身が非常にばらばらで、もう少しそれのいいところ、悪いところをき

っちり評価した上で、ベスト・プラクティス的にもう少し、国として競争的資金をどう運用す

るかということを、制度を見直そう、それで１本化していこうという、そういう検討の動きに

なります。 

○森地座長補佐 例えばどんなことですか。 

○大石審議官 先ほど言いましたいろんな競争的資金が施行されておりますけれども、それの

例えば提案内容のフォームを統一するとか、あるいはＰＤＣＡサイクルをどう回すか、それか

ら出口の評価をどのようにするか、あるいは目標設定とか、その根拠をどのように最初の計画

で詰めていくかとか、具体性が余りないかもしれませんが、そういったような運用のさまざま

の課題とか、ばらばらになっているところをいいとこ取りしながら統一していこうという、そ

ういう検討です。 

○奥村座長 むしろ競争的資金を獲得されている先生方のほうにお聞きしたいのですけれども、

例えば科研費を獲得されて、あるいはまた別の競争的資金をほかの府省、全体で四十幾つ各省

が運営しているようですけれども、１つひとつその費目の使い方とか、報告をまた別々に出さ

なければいかぬとか、どうも皆違うということで、かなり以前から研究者の方々から、大変手

間暇がかかり、使い勝手の悪い、応募しにくいというご批判を浴びてきております。この際、

その四十幾つかの競争的資金の使用のルールを統一できないかということで、競争的資金を獲

得する研究者にとってより使い勝手のいいルール化はできないか、それを目指そうということ

でタスクフォースを立ち上げているということです。第１回目がこの前開かれたということで

ございます。ですから、研究者にとっていい仕組みになるようにということが趣旨のタスクフ
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ォースになっております。 

○森地座長補佐 今も余り変わらないと思うのですが、６年前、もう少し前ですか、私が土木

学会の会長をやっている前後から非常に違和感を感じていました。例えば当時1990年代、通産

省は数百億から1,000億ぐらいの研究費が流れています。当時の厚生省、薬品開発とかお医者

さんのところにもやはり数百億、農水もそれぐらい。ところが社会基盤に関係する運輸省は当

時３億、そのお金はほとんど運輸省の関係の研究所に、それから建設省の省令には研究開発と

いう項目が不思議なことに入ってなくて、１銭も一般の研究費が流れてなかったのです。省庁

合併になって、たしか最初のころ１億何千万だったのですね。２桁違うのじゃないかと思った

のですけれども、そういうように結果が、当然そういう研究開発に行くところが違っているわ

けです。もちろん鈴木先生の運輸のところには通産とか別のところからのお金も来ているので

すが、いわゆるインフラ系のところにはほとんど研究費が流れない、そんな格好になっている

のです。これは１つの事実です。 

 それから、逆に今度はアメリカはどうなっているかというと、アメリカには我々と同業の分

野に軍隊のお金がものすごく来ているのです。それから全国の向こうで言う科研費と同じよう

なものも、金額の規模が違うのです。 

 ところが日本は、予算が小さいところに、それをまたちまちまとしたロットにするものだか

ら、１～２年で終わるような研究ばかりに若い人たちがコミットするような、非常に問題にな

って、ところが役所の人たちはそういう状況をどこまでご存じかわからないのですが、すぐこ

の使用ルールで、たまたま悪い人が変なことに使うと、そのためにいろんなルールをつくるわ

けです。 

それで結果的に何が起こるかというと、どんどん使い勝手が悪くなる。アメリカのほうは予

算は大きいのですが、我々の友人達、大学の研究者は、いやもう１年じゅうで大半の時間は予

算要求の書類と結果報告をやっていて、研究している時間がないという、こういう笑い話のよ

うなことで非常に深刻な状況になって、したがって、何がこういう競争的資金の重要なことか

というと、僕は使用ルールの統一なんじゃなくて、お金がちゃんと使われるかどうかの結果が

重要なんで、それをまた中身がわからない人がチェックのルールばかりつくるものだから、今

はそれが行政にまで行っているようですが、ぜひそのシステムがうまく流れるのにどうしたら

いいかというのをよろしくお願いしたいなという気がします。 

○平田委員 競争的資金としてよく科研費というのが出てきますけれども、科研費と例えば振

興調整費というのは、使う側から見るとものすごく違うのです。使い方の縛りが明確でして、
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片や補助金で片や受託費というので、それで大学から見ると、大学運営費交付金というのが最

も使いやすくて、これはある意味いただいたきりというか、不正がなければ使えますけれども、

次に使いやすいのが科研費です。振興調整費もほかの受託に比べれば使いやすいですけれども、

やはり振興調整費になるとかなり目的がはっきりしてきて、さらに科学技術調整費というのは

こちらから言うと受託研究、委託・受託とか、そういう制限があるので、統一するというのは、

そもそもお金の使い方に対する制限があるから、それはどっちかというと厳しいほうにされる

と多分研究者は非常に困りますね。 

 例えば今でも、科研費とか振興調整費とか受託研究のデータベースは一元化されましたから、

だれがどういう資金を取っているかというのは非常にはっきりわかるようになっていますので、

それは非常にいいことだと思いますし、それからウエブベースでいろんなデータが蓄積される

ことも非常にいいことだと思いますけれども、根本のところはやはり研究者が学術としてやっ

ているものと、それから政策誘導型に役所がやっているのを委託して研究者にやらせていると

いうのは、そこはかなり明確に違いますので、その辺は研究者のほうも混同することがあって、

むしろそれが問題だと私は思いますから、この使用ルールの統一化ということは重要かと思い

ますけれども、その前に、やはりもう一回お金の性格を明確にされる必要があるかなと思いま

す。 

大学としては運営費交付金というのが一番研究者にとっては多分いいと思いますけれども、

だけどそうすると政策的にあることに研究を重点化するということとは少し違うことにはなる

と思います。 

○森地座長補佐 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○志方委員 ここで言うようなことじゃないのかもしれませんけれども、このグリーン・イノ

ベーションとかライフ・イノベーション、これは非常にいいですね、生活とか環境とかね。こ

れは友愛の精神そのもので、いいのですけれども、やはりこの８つの分野に分けてやるという、

我々がやっている社会基盤というのは、安全とかそういうものを全部詰め込んで、その他大勢

でぼんとやっていると。そうでなくて、グリーン・イノベーションとライフ・イノベーション

と同等に、セーフ・イノベーションとかセキュリティ・イノベーションとか、そういうもので、

縦にやっているものを横につなぐという、そういうものも将来入れていかないと、何かみんな

その他大勢で一生懸命やっているという感じがしてならないのです。もっと私は、対テロ対策

だとか、それからさっき言った、今橋が落ちるかもしれぬ、社会資本が老朽化しているという
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のは、アメリカが最もそうだろうと思うのですが、日本でもいずれそうなるだろう。そういう

ようなところに、こうやってみると本当に小さいお金しかつけないでやっているというのを考

えると、環境も生活も大切だけれども、その前に安全が大切だということはぜひ声を大きくし

て言っていただきたいなと思います。 

○森地座長補佐 そのほかよろしいでしょうか。 

 それでは、大変活発なご議論、ありがとうございました。本日の予定した議事はすべて終了

いたしました。 

 後の進行を奥村議員にお願いしたします。 

○奥村座長 本日も大変貴重なご意見をいただき、ありがとうございました。23年度の予算に

向けての議論についてもいろいろいいご意見をいただきましたけれども、まずは21年度の実績

のフォローアップが大事でございますので、次回は各府省からの実績報告が出てまいると思い

ますので、ぜひともフォローアップをしていただき、将来につながるようにしていただけたら

よろしいかなと思いますので、引き続きご指導をお願いしたいと思います。 

 どうも本日はありがとうございました。 

○廣木参事官 最後に、事務局からのご連絡でございますけれども、次回会合についてはまた

お時間を調整させていただきまして、５月ないしは６月に開催させていただきたいと存じてお

ります。よろしくお願いします。 

 どうもありがとうございました。 

午後３時５９分 閉会 


